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【3-1】子どもや母親の健康の確保 

～委員意見～ 
・不妊治療の事業も追加すべき。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・新たに下記の事業を追加記載する。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

不妊治療費助
成事業 

健康づくり推進
課 

特定不妊治療等を受けている夫婦の経済的な負担の軽減を図るため、
指定医療機関において治療に要した費用の全部又は一部を助成しま
す。 

該当要件に
合致した夫
婦 

～追加する事業～ 

◆推進施策部分 



基本施策と取り組み・事業について 

2 

【3-3】思春期保健対策の充実 

～委員意見～ 
・薬物に関する事項及び相談に関する事業も追加すべきではないか。  

 
 

～対応方針（案）～ 
推進施策【3-3】の推進施策説明及び事業概要説明に、下記のとおり喫煙を“タバコ”に修正と“薬物”という文
言の追加を行い、担当課に医事薬事課を追加する。また、対象を他の事業と合わせ学童から児童へ修正する。 

（修正前） （修正後） 

＜推進施策説明部分＞ 

性に関する健全な意識の涵養や、喫煙やアルコール、
思春期における心の問題に係る教育及び、相談事
業の充実等を図ります。 
 
＜事業概要説明部分＞ 

思春期の学童・生徒の身体や心の変化や性感染症
等について伝えるとともに、妊婦体験や子育て体験
を行う機会を提供します。また、思春期にかかわる教
職員や保護者に対して講演会等を開催します。 

＜推進施策説明部分＞ 

性に関する健全な意識の涵養や、タバコやアルコール、
薬物、思春期における心の問題に係る教育及び、相談
事業の充実等を図ります。 
 
＜事業概要説明部分＞ 

思春期の児童・生徒の身体・心の変化や性感染症等
について伝えるとともに、妊婦体験や子育て体験を行
う機会の提供及びタバコやアルコール、薬物に関する
情報の提供や、これらに関する相談事業を実施します。
また、思春期にかかわる教職員や保護者に対して講
演会等を開催します。 
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【4-2】子どもの生きる力の育成に向けた子育て環境の整備 

～委員意見～ 
・インクルーシブ教育に関する内容を追加すべきではないか。 
・いじめ問題や不登校を予防する事業を追加すべきではないか。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・推進施策【4-2】の説明に、下記のとおり“すべての”という文言の追加と新たに5つの事業を追加記載する。 
 ※ただし、特色ある学校づくり事業については、教育・保育部会にて協議済みであり、今回は参考として掲載。 

（修正前） （修正後） 

子どもが個性豊かに生きる力を伸ばすことができる
よう、学校の教育環境及び保育環境等の整備を図り
ます。 

すべての子どもが個性豊かに生きる力を伸ばすことが
できるよう、学校の教育環境及び保育環境等の整備を
図ります。 
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～追加する事業～ 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

特別支援教育
事業 

学校教育課 

可能な限り、障がいのある幼児・児童・生徒と障がいのない幼児児童
生徒が共に教育を受けられるように、特別支援教育指導員等が保育
所・幼稚園や小中学校等に出向き、発達障がい等の幼児児童生徒へ
の対応について相談・助言等を行い、障がい等の早期発見・早期支援
に努めます。 
特別な教育的支援を必要とする幼児児童生徒に対して、教育相談等
を実施し、特性把握や支援の在り方、就学先についての助言等を行い
ます。また、特別支援教育推進協議会の活用や教職員研修の充実を
図ります。 

3歳～中学
生 

障がい等のある
子どもの「学校
生活支援員」活
用支援事業 

学校教育課 

障がい等のある子どもたちを、障がいに応じて支援することで、一人ひ
とりのよりよい教育を保障し、可能な限り障がいのある子どもと障がい
のない子どもが共に豊かな学校生活を過ごせるように、学校生活支援
員のさらなる資質の向上と適切な配置に努めます。 

小・中学生 

いじめ対策総合
推進事業（いの
ちを守る相談事
業） 

学校教育課 

「いじめの問題」について、松山の子どもたちから絶対に犠牲者を出さ
ないことを第一の目的とし、よりきめ細かい対応をするために「いのち
を守る相談活動」「子どもから広がるいじめ0活動」「いじめ問題対策・

サポート事業」「いのちを守り育てる集い」の４事業を積極的に取組み、
いじめの問題の未然防止、早期発見早期解決に努めます。 

小・中学生 
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事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

生徒指導上の
諸問題研究委
員会 

学校教育課 

小中学生の不登校の未然防止を目的として、市内の小中学校ブロック
代表の生徒指導主事や関係機関、教育委員会が連携しながら未然防
止のための方策を研究し、学校現場で実践することを通して、不登校
の予防に取組みます。 

小・中学生 

特色ある学校づ
くり事業 

保育・幼稚園課 
学校教育課 

幼児・児童・生徒や地域の実態に即して、市立の各幼稚園・学校の創
意工夫を生かした教育活動の開発、教育環境の充実、学習支援など、
地域の資源や人材を有効活用しながら特色ある学校づくりを推進し、
子どもたちが自ら学び自ら考える力などの生きる力の育成を目指しま
す。また、小学校外国語活動の円滑な実施と、地域人材の活用を支援
します。 

満3歳～中
学生 

※特色ある学校づくり事業については、教育・保育部会にて協議済みであり、今回は参考として掲載。 
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【6-1】多様な働き方の実現及び働き方の見直し等 

～委員意見～ 
・“多様な働き方”について、具体例を入れてみてはよいのではないか。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・推進施策【6-1】の説明を、下記のとおり修正する。 

（修正前） （修正後） 

労働者・事業主、地域住民等への広報・啓発、研修、
情報提供等を積極的に推進します。 
 

短時間勤務等多様な働き方の実現に向け、労働者・
事業主、地域住民等への広報・啓発、研修、情報提供
等を積極的に推進します。 
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【7-3】子どもを災害から守るための活動の推進 

～委員意見～ 
・防災に関する内容を記載すべきではないか。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・防災等に関する3事業を設定し、新たに推進施策を設ける。 

～追加する推進施策とその説明内容～ 

【7-3】子どもを災害から守るための活動の推進 
災害発生時や緊急及び非常時に対応できるよう、職員の養成等を行う事業を推進します。 

※記載する事業については、次ページ参照。 
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事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

命を守る！防災
士養成事業 

警防課 
保育・幼稚園課 
学校教育課       

災害発生時に専門的な知識を持ち、適切な対応や指示ができる人材
を確保するため、市立幼稚園、小中学校の教職員及び市立保育所の
保育士が消防局警防課が実施する「防災士養成事業」に参画し、防災
士資格を取得します。（幼稚園及び保育所1名、小中学校2名程度を配
置） 

幼稚園、保
育所、小中
学校教職員 

応急手当普及
員の養成 

保健体育課 

学校現場で初動期の救命救急活動が適切に遂行できるよう、松山市
消防局と連携し、教職員における応急手当普及員の有資格者の養成
講習を計画的に実施します。 

また、有資格者の全校配置を堅持しつつ、資格更新講習を通してその
スキル維持にも努めます。 

小中学校教
職員 

危機管理マニュ
アルの作成【再
掲】 

保育・幼稚園課 
学校教育課 

市立の各幼稚園・学校で実態に応じて作成している危機管理マニュア
ルについて毎年見直し・改善を行い、関係職員への周知徹底を図るな
ど、幼稚園・学校への不審者侵入や非常時に対する対応力の向上を
図ります。 

満3歳～中
学生 

～追加する事業～ 

※危機管理マニュアルの作成については、教育・保育部会にて協議済みであり、今回は参考として掲載。 
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【8-3】障がい児施策の充実 

～委員意見～ 
・インクルーシブ教育に関する内容を追加すべきではないか。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・推進施策【8-3】の説明を、下記のとおり修正し、【4-2】に掲載する「特別支援教育事業」及び「障がい等のある
子どもの「学校生活支援員」活用支援事業」を【8-3】に再掲で追加する。 

（修正前） （修正後） 

障がい児が在宅で生活する上での支援や、就学支
援を含めた教育支援体制の整備等を行います。 

障がい児が在宅で生活する上での支援や、可能な限
り、障がいのある子どもと障がいのない子どもが共に
教育を受けられるための教育支援体制の整備等を図
ります。 
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～追加（再掲）する事業～ 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

特別支援教育
事業【再掲】 

学校教育課 推進施策【4-2】参照 
3歳～中学
生 

障がい等のある
子どもの「学校
生活支援員」活
用支援事業【再
掲】 

学校教育課 推進施策【4-2】参照 小・中学生 
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【2-1】子育て短期支援事業 

～委員意見～ 
・緊急一時保護の理由が経済的なことであれば父子でも当てはまるのではないか。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・下記のとおり、事業概要の文言を修正する。 

（修正前） （修正後） 

保護者の病気、疲労等により家庭において養育する
ことが一時的に困難になった児童や、経済的な理由
により緊急一時的に保護が必要になった母子の養
育・保護を行います。今後も広報紙等によって周知に
努め、利用を促進します。 

保護者の病気、疲労等により家庭において養育するこ
とが一時的に困難になった児童を保護します。 

また、夫等の暴力から一時的に逃れるためや経済的
な理由により緊急一時的に保護が必要になった母子
の保護を行います。今後も広報紙等によって周知に努
め、利用を促進します。 

◆各事業概要及び今後の方針部分 
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【2-1】乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問） 

～委員意見～ 
・「生後4か月まで」と「4か月未満」という表記があるが統一したほうがよいのではないか。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・下記のとおり「4か月未満」に文言修正を行い、統一した表記にする。 

（修正前） （修正後） 

生後4か月までの乳児のいる家庭を保健師又は訪問

員が訪問し、様々な不安や悩みを聞き、子育て支援
に関する必要な情報提供を行います。支援が必要な
家庭には適切なサービスの提供を行うことで、地域
の中で子どもが健やかに育成できる環境整備を図り
ます。 

生後4か月未満の乳児のいる家庭を保健師又は訪問

員が訪問し、様々な不安や悩みを聞き、子育て支援に
関する必要な情報提供を行います。支援が必要な家
庭には適切なサービスの提供を行うことで、地域の中
で子どもが健やかに育成できる環境整備を図ります。 
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【2‐1】子育て支援総合コーデイネート事業 

～委員意見～ 
・研修内容とその対象を分かるように表現したほうがよいのではないか。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・下記のとおり、事業概要の文言修正を行い、研修内容や対象について具体的に記載。 

（修正前） （修正後） 

多様な子育て支援サービスに関する情報を一元的に
把握し、関係機関と連携をもちながら、情報提供、
サービス利用の利便性向上及び円滑化等を図りま
す。関係機関との連携を強化するため、職員の調整
能力等を更に高めます。 
 

多様な子育て支援サービスに関する情報を一元的に
把握し、関係機関と連携をもちながら、情報提供、サー
ビス利用の利便性向上及び円滑化等を図ります。また、
保健師、保育士等の職員及び、関係機関を対象に、よ
り専門性を高め、関係機関との連携を強化するため、 
研修会等を開催し、スキル向上を図ります。 
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【4-2】教職員研修事業 

～委員意見～ 
・教職員の資質向上の中身、どのような資質を伸ばすのか。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・下記のとおり、事業概要の文言を追加し、資質向上の具体的部分を明記する。 

（修正前） （修正後） 

教職員の資質向上を図るために、地域の特色と学校
のニーズを踏まえた中核市研修を実施しています。
今後は、教育研究所の機能を拡充した松山市教育セ
ンター（Ｈ28年度開設予定）を拠点とし、愛媛大学教

育学部との連携等による質の高い研修の提供など
一層多様なメニューによって教職員の資質・指導力
向上に繋がる研修を実施します。 

教職員の資質向上を図るために、地域の特色と学校
のニーズを踏まえた中核市研修を実施しています。今
後は、教育研究所の機能を拡充した松山市教育セン
ター（Ｈ28年度開設予定）を拠点とし、愛媛大学教育学

部との連携等による質の高い研修の提供など一層多
様なメニューによって教育専門職としての児童生徒を
理解する能力や豊かな思考力を高める学習指導力な
ど教職員の資質・指導力向上に繋がる研修を実施しま
す。 
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【4-3】PTA活動推進事業 

～委員意見～ 
・市と親がどのように連携できるのか、学校と親との関係であったりが触れられていないのではないか。 
・親が親らしく子育てできるためのサポート事業を謳っていただきたい。 
・中学生にはネット等に対する危険性をどう教えるか、親としての接し方を具体的に謳った記述が必要である。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・下記のとおり、事業概要の文言を追記修正する。 

（修正前） （修正後） 

各単位ＰＴＡにおいて家庭教育等をテーマにした講演
会・講座・学習会等を開催し、ＰＴＡ会員（保護者・教
職員）の教養や資質の向上を図ります。 

また、各ブロックにおいては、講演会や情報交換、交
流事業等を開催し、各単位ＰＴＡの活動の活性化を
推進します。 

松山市小中学校PTA連合会や各単位PTAにおいて、

ネット環境の変化に伴う親の関わり方などについての
講演会や家庭教育等をテーマにした講座・学習会等を
開催し、保護者等の教養や資質の向上を図ります。 

また、市では情報交換や交流事業等の様々な活動を
支援し、PTA活動の活性化を推進します。 
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【4-4】教育情報ネットワーク事業 

～委員意見～ 

・身を守るためのメディアリテラシー教育と子どもたちの可能性を開く情報機器活用スキルの教育が必要では
ないか。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・下記のとおり、事業概要の文言を追加する。 

（修正前） （修正後） 

ＩＣＴスキルアップ研修会を小中学校の教職員を対象
に実施しています。 

研修会、調査活動に基づく見直し等を継続的に行う
とともに、情報モラル教育の推進を重要な課題とし、
小中学校の連携を密にすることで、発達段階に応じ
た指導が行えるよう啓発します。 
 

ＩＣＴスキルアップ研修会を小中学校の教職員を対象に
実施しています。 

研修会、調査活動に基づく見直し等を継続的に行うと
ともに、メディアリテラシ－（情報を評価・識別する能
力）の向上や情報モラル教育の推進を重要な課題とし、
小中学校の連携を密にすることで、発達段階に応じた
指導が行えるよう啓発します。 
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【5-1】市営団地の整備 

～委員意見～ 
・子どもに関する記載にする必要があるのではないか。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・下記のとおり、事業概要の文言を修正する。 

（修正前） （修正後） 

市営住宅耐震化推進計画に基づき、緊急度の高い
団地から事業（耐震診断、実施設計、工事）の実施を
図り、災害に強い、安心・安全な居住環境の確保を
目指します。 

市営住宅における子育て世帯等の居住安定の確保に
向け、安全性確保を最優先し、市営住宅耐震化推進
計画に基づき、緊急度の高い団地から事業（耐震診断、
実施設計、工事）の実施を図り、災害に強い、安心・安
全な居住環境の確保を目指します。 
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【5-2】公営住宅建替事業 

～委員意見～ 
・子どもに関する記載にする必要があるのではないか。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・下記のとおり、事業概要の文言を修正する。 

（修正前） （修正後） 

建替時には、屋内外の段差解消等バリアフリーや集
会所の設置等、居住環境の向上を図ります。 

建替時には、子育て世帯等多様な世帯に配慮した良
質な住宅を供給し、ユニバーサルデザインの導入や集
会所・広場の設置等、居住環境の向上を図ります。 
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【5-3】安全歩行空間整備事業 

～委員意見～ 
・子どもに関する記載にする必要があるのではないか。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・下記のとおり、事業概要の文言を修正する。 

（修正前） （修正後） 

安全で安心な歩行空間として、主要な路線や通学路
などの歩道の新設やバリアフリー化の整備を行いま
す。 

歩道の新設により児童が安心して通学できるよう通学
路の整備充実を図るとともに、交差点改良により交通
事故を未然に防ぐなど交通安全対策を実施することで、
子育て環境の充実を図ります。 
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【5-3】松山駅周辺整備事業 

～委員意見～ 
・子どもに関する記載にする必要があるのではないか。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・下記のとおり、事業概要の文言を修正する。 

（修正前） （修正後） 

ＪＲ松山駅周辺は、ＪＲ予讃線により市街地が東西に
分断され、交通渋滞や踏切事故の発生など市民生
活に多大な支障をきたしていることから、県が事業主
体となって実施する鉄道高架事業に併せ、松山駅周
辺土地区画整理事業や駅前広場の整備、また路面
電車の延伸、関連街路事業を行い、安全性と利便性
を備えた良好な市街地の形成を図ります。 
 
 

ＪＲ松山駅周辺は、ＪＲ予讃線により市街地が東西に
分断され、交通渋滞や踏切事故の発生など市民生活
に多大な支障をきたしていることから、県が事業主体と
なって実施する鉄道高架事業に併せ、松山駅周辺土
地区画整理事業や駅前広場の整備、また路面電車の
延伸、関連街路事業を行います。 

これら事業の完成により、子ども、高齢者、障がい者
など、すべての人が公共交通などの相互乗り換えがし
やすいユニバーサルデザインに配慮した交通結節点
機能を強化するとともに、安全性と利便性を備えた良
好な市街地の形成を図ります。 
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【5-4】都市公園のバリアフリー化 

～委員意見～ 
・子どもに関する記載にする必要があるのではないか。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・下記のとおり、事業概要の文言を修正する。 

（修正前） （修正後） 

都市公園入口の段差解消、スロープ設置を検討し、
高齢者・障がい者をはじめすべての人が安心して利
用できるように施設内でのバリアフリー化に努めます。 

都市公園入口の段差解消、スロープ設置を検討し、子
どもやベビーカー利用者・高齢者・障がい者をはじめ
すべての人が安心して利用できるように努めます。 
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【5-4】公園リフレッシュ事業に合わせたバリアフリー化 

～委員意見～ 
・子どもに関する記載にする必要があるのではないか。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・本計画から除外する。 

（削除する理由） 

・公園リフレッシュ事業が廃止されるため。 
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【5-5】公園における園内灯等の防犯設備整備と適切な管理 

～委員意見～ 
・子どもに関する記載にする必要があるのではないか。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・下記のとおり、事業概要の文言を修正する。 

（修正前） （修正後） 

都市公園の夜間における公園利用者の利便性、安
全性の向上を図ることを目的に園内灯等を設置しま
す。また、死角をなくすよう施設の配置や剪定等の管
理にも努め、｢安全・安心な公園｣づくりを進めます。 

都市公園の夕方から夜間における公園利用者の利便
性、安全性の向上を図ることを目的に園内灯等を設置
します。また、死角をなくすよう施設の配置や剪定等の
管理にも努め、子どもたちにも｢安全・安心な公園｣づく
りを進めます。 
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【5-5】防犯灯設置助成事業 

～委員意見～ 
・子どもに関する記載にする必要があるのではないか。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・下記のとおり、事業概要の文言を修正する。 

（修正前） （修正後） 

夜間の犯罪･事故を防止するため、町内会や自治会
などが設置・維持管理する防犯灯の新設工事や器具
取替工事・管球取替工事に対し、松山市防犯協会を
通じて助成を行います。 

町内会や自治会などが設置・維持管理する防犯灯の
新設工事や器具取替工事・管球取替工事に対し、松
山市防犯協会を通じて助成を行い、子どもらが巻き込
まれる夜間の事件や事故の未然防止を図ります。 
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【5-5】市営駐車場・駐輪場の安全な管理・運営 

～委員意見～ 
・子どもに関する記載にする必要があるのではないか。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・本計画から除外する 

（削除する理由） 

・子ども・子育て支援への関与が低いため。 
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【5-5】放置自転車対策の実施による歩行者環境の安全確保 

～委員意見～ 
・子どもに関する記載にする必要があるのではないか。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・下記のとおり、事業概要の文言を修正する。 

（修正前） （修正後） 

放置自転車に対する警告・撤去活動、巡回整理員に
よる放置自転車の整理、サイクルガイドによる駐輪
場利用案内、商店街行事での無料駐輪券配布など
を実施し、放置自転車の排除とともに駐輪場利用の
定着に努めます。 

また、大街道駐輪場では、土曜夜市や松山祭り等の
イベント時に、無料開放を行い、来街する自転車利
用者の誘導を行います。 

ベビーカーの通行や子どもの手を引いて歩くなどの妨
げとならないよう、放置自転車に対する警告・撤去活
動、巡回整理員による放置自転車の整理、サイクルガ
イドによる駐輪場利用案内、商店街行事での無料駐輪
券配布などを実施し、放置自転車の排除とともに駐輪
場利用の定着に努めます。 
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【6-1】企業への意識啓発 

～委員意見～ 
・子育てしやすい企業の評価に関する内容などを具体的に表記すべきではないか。 
・育児休業取得に関する内容を具体的に記載すべきではないか。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・下記のとおり、事業名と事業概要を修正する。 

（修正前） （修正後） 

・事業名 
  企業への広報活動 
・事業概要 

 雇用関係機関や経済団体と連携しつつ、啓発チ  
ラシや各種セミナー、育児に関するポスター掲示等
により次世代育成支援対策推進法及び関係法令の
周知を図ります。 

 

・事業名 
 企業への意識啓発 
・事業概要 

 国や県、雇用関係機関や経済団体と連携しつつ、
啓発チラシや各種セミナー、育児に関するポスター掲
示等により次世代育成支援対策推進法及び育児・介
護休業法等の関係法令の周知を図り、働きながら子
育てしやすい労働環境の整備を進めます。 
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【6-2】松山市テレワーク業務創出・育成事業 

～委員意見～ 
・対象・対象年齢にある「母子家庭」を「ひとり親家庭」に変更した方がよいのではないか。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・下記のとおり、対象・対象年齢を修正する。 

（修正前） （修正後） 

母子家庭等 ひとり親家庭 
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【7-2】防犯カメラの設置 

～事務局意見～ 
・市立保育所（一部を除く）でも防犯カメラの設置を行っているため、担当課に保育・幼稚園課を追加する。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・担当課に保育・幼稚園課を追加する。 

（修正前） （修正後） 

学習施設課 保育・幼稚園課、学習施設課 
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【8-2】ひとり親家庭等日常生活支援事業 

～委員意見～ 
・事業名の「母子家庭」は「ひとり親家庭」に変更した方がよいのではないか。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・下記のとおり、事業名を修正する。 

（修正前） （修正後） 

母子家庭等日常生活支援事業 ひとり親家庭等日常生活支援事業 
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【8-2】ひとり親家庭等自立促進対策事業 

～委員意見～ 
・事業名の「母子家庭」は「ひとり親家庭」に変更した方がよいのではないか。 

 
 

～対応方針（案）～ 
・下記のとおり、事業名を修正する。 

（修正前） （修正後） 

母子家庭等自立促進対策事業 ひとり親家庭等自立促進対策事業 
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【9-1】母子家庭等自立支援給付金 

～委員意見～ 
・事業名と概要にある「母子家庭」は「ひとり親家庭」に変更した方がよいのではないか。 

 
 

～対応方針（案）～ 

・事業名については、国の政令に基づき定められているため変更は行わないが、事業の概要説明文について
は、下記のとおり修正する。 

（修正前） （修正後） 

母子家庭等の自立支援を図るため、職業能力開発
講座の受講又は看護師、介護福祉士等の資格の取
得に係る費用の一部を支給します。 

ひとり親家庭の自立支援を図るため、職業能力開発講
座の受講又は看護師、介護福祉士等の資格の取得に
係る費用の一部を支給します。 



地域子育て部会においての 
審議対象一覧 
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●基本方針2 地域における子育ての支援 

◇推進施策◇ 
【2-1】地域における子育て支援サービスの充実 

すべての子育て家庭への支援を行うため、地域における様々な子育て支援サービスの充実を図るととも
に、子育て支援事業に関する情報提供等を推進します。 

地域子ども・子育て支援事業 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

病児・病後児保
育事業 

保育・幼稚園課 
認定こども園、幼稚園、保育所等に通っている児童が病気又は病気回
復期のため、集団生活が困難な場合に、一時的に預かります。 

0歳～小学３
年生 

地域子育て支
援拠点事業 

保育・幼稚園課 
子育て支援課 

子ども総合相談
センター事務所 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てに
ついての相談、情報の提供、助言その他の援助を行います。これによ
り、地域の子育て支援機能の充実、子育ての不安感の緩和等を図り、
子どもの健やかな育ちを支援します。 

0歳～小学

校就学前の
子どもとその
保護者 

放課後児童健
全育成事業（放
課後児童クラ
ブ） 

子育て支援課 
就労等により保護者が昼間家庭にいない小学校の児童を対象に、適
切な遊び及び生活の場を提供します。入会児童の増加に対応するた
め、計画的に専用施設の増築、新築等の整備を行います。 

小学生 

子育て短期支
援事業 

子育て支援課 

保護者の病気、疲労等により家庭において養育することが一時的に困
難になった児童を保護します。 

また、夫等の暴力から一時的に逃れるためや経済的な理由により緊
急一時的に保護が必要になった母子の保護を行います。今後も広報
紙等によって周知に努め、利用を促進します。 

１８歳未満の
子ども及び
緊急一時保
護の母 
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事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

養育支援訪問
事業その他要
支援児童、要保
護児童等の支
援に資する事業 

子ども総合相談
センター事務所 

養育支援が必要でありながら自分から支援を求めることができない家
庭を早期に発見し、必要な訪問支援を行います。今後も継続して支援
を行い、家庭での安定した児童の養育が可能となるように努めます。
（要支援児童等に対する適切な対応） 

0歳～18歳 

妊婦一般健康
診査事業 

健康づくり推進
課 

公費負担制度を利用して、妊婦一般健康診査を積極的に受けることで、
妊婦の健康管理の向上を図ります。広報紙やホームページの掲載、チ
ラシの配布等で受診勧奨のために周知・啓発を図ります。 

妊婦 

乳児家庭全戸
訪問事業(こん
にちは赤ちゃん
訪問) 

健康づくり推進
課 

生後4か月未満の乳児のいる家庭を保健師又は訪問員が訪問し、

様々な不安や悩みを聞き、子育て支援に関する必要な情報提供を行
います。支援が必要な家庭には適切なサービスの提供を行うことで、
地域の中で子どもが健やかに育成できる環境整備を図ります。 

生後4か月

未満の乳児
のいる家庭 

ファミリー・サ
ポート・センター
事業（育児） 

子育て支援課 

子育てに関し、「援助を受けたい方（依頼会員）」と「援助を行いたい方
（提供会員）」両者のあっ旋等を行います。利用料の助成により依頼会
員の増加を図るとともに、依頼会員数と提供会員数のバランスを保ち
ます。また、より安全な援助活動を行うため講習会を実施し、提供会員
の資質向上を図ります。 

6か月～小
学生 



基本施策と取り組み・事業について 

36 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

子育て支援総
合コーディネー
ト事業 

子ども総合相談
センター事務所 

多様な子育て支援サービスに関する情報を一元的に把握し、関係機
関と連携をもちながら、情報提供、サービス利用の利便性向上及び円
滑化等を図ります。また、保健師、保育士等の職員及び、関係機関を
対象に、より専門性を高め、関係機関との連携を強化するため、 
研修会等を開催し、スキル向上を図ります。 

0歳～18歳 

子ども総合相談 

子ども総合相談
センター事務所 
教育支援セン 
ター事務所 

教育・福祉両部門の子どもに関する相談支援機能を集約し、「松山市
子ども総合相談」を設置しています。子どもに関する様々な問題や悩
みを１箇所で総合的に相談することができます。今後も相談体制の充
実や職員のスキル向上を図ります。 

0歳～18歳 

子育て支援サー
ビス利用料の助
成 

子育て支援課 
ファミリー・サポート・センターやシルバー人材センターが実施する保育
や送迎などの子育て支援サービス利用料を助成します。また、ひとり
親家庭（児童扶養手当受給者）を対象に助成額を増額します。 

ファミサポ：6

か月～小学
生までの子
どもがいる
保護者 

シルバー人
材：1歳～小
学3年生まで

の子どもが
いる保護者 

地域子ども・子育て支援事業以外の事業 
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事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

子育て情報の
周知 

子育て支援課 
子育て情報を冊子、ウェブサイト、メール等様々な方法で周知します。
民間事業者とも連携・協力して行政だけでは届けにくい場所にも情報
を届けるよう努めます。 

概ね20歳ま

での子どもと
子育て家庭 

母子婦人児童
相談室 

子育て支援課 
家庭における児童の健全育成の指導（家庭児童相談及び父子相談）、
婦人の保護更正指導（婦人相談）、母子家庭・寡婦の身上相談や自立
に必要な指導・助言（母子相談）を行います。 

ひとり親世
帯や寡婦、
全年齢の女
性 

子育てサロンの
運営 

地域学習振興
課 

子育て中の親子が気軽に公民館や分館に集い、会話や情報交換をす
ることで、精神的な安定感をもたらし、問題解決への糸口となる機会を
提供する子育てサロンを運営します。 

0歳～小学
校就学前 
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【2-3】児童の健全育成 

地域において児童が自主的に参加し、自由に遊べ、安全に過ごすことのできる放課後や週末等の居場所
づくりの推進や、青少年の健全育成に向けた地域社会全体での取り組みを図ります。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

児童遊園地・公
園整備事業 

子育て支援課 
公園緑地課 

地域の安全な遊び場を確保するため、児童遊園地及び公園を設置し
ています。定期的に遊具等の安全点検を実施します。 

児童遊園
地：概ね小
学校低学年
まで 
都市公園： 
全年齢 

児童館等管理
運営事業 

子育て支援課 
児童館及び児童センターを市内７箇所に設置しています。各施設で引
き続き各種事業を実施し、地域の児童の健全育成を図ります。 

0歳～18歳 

育児相談事業 
保育・幼稚園課 
子ども総合相談
センター事務所 

認定こども園、公私立の幼稚園及び保育所や地域子育て支援セン
ターにおいて、専門性を有する職員等の相談事業を実施するとともに、
地域の関係機関との連携や協力体制を強化し、保護者に適切な情報
を提供します。 
「子ども総合相談センター事務所」において、子育て親子の交流の場
の提供、相談、講習の実施、関連情報の提供等を行っていきます。 

0歳～18歳 

親子ふれあい事
業 

教育支援セン
ター事務所 

親子で様々な体験・学習活動等を行うイベントを開催します。親子のふ
れあい・参加者の交流を深めながら、家庭教育や生涯学習について考
える機会を持ち、異年齢交流やボランティアの意識の向上を図ります。 

小・中学生と
その保護者 
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事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

公民館元気活
力支援事業 

地域学習振興
課 

公民館や各地域活動に必要な職員の配置や経費を負担し、また地域
住民のニーズに即した講座や地域課題解決のための活動を行い、そ
の中で青少年を対象とした学習機会の提供や子どもを持つ親にポイン
トを置いた学習などを実施します。また、公民館活動の紹介や地域情
報を発信することにより、地域に密着した円滑な公民館運営を行い、
元気で活力に満ちた人づくり・地域づくりを推進します。 

全年齢 

野外活動振興
事業 

文化・スポーツ
振興課 

青少年の健全育成を図るため、野外活動センターにおける自然や施
設を活かし、季節に応じた様々な野外活動を体験する機会を提供しま
す。 

全年齢 

放課後子ども教
室運営事業 

地域学習振興
課 

放課後や週末等に小学校の余裕教室等を活用した、子どもの安全・安
心な活動拠点を設け、地域の方々の参画を得て、子どもとともに勉強
やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動等を実施します。 

小学生 

子ども育成事務
事業(子ども育
成条例関係) 

教育支援セン
ター事務所 

子どもを育成するための施策を総合的に推進するため、まつやま子ど
も育成会議を運営します。また、子どもたちが自らの意見や考えを出し
合い、市に対して提案等を行う「まつやま子ども会議」のあり方につい
て検討します。更に、子ども育成条例やまつやま子どもの日の趣旨等
の普及啓発を図るため、まつやま子どもの日及びまつやま子ども週間
には、各種事業を実施します。 

全年齢 

青少年センター
施設管理事業 

教育支援セン
ター事務所 

施設を利用する個人及び団体が、年間を通じて利用できるよう環境整
備、受付等の管理運営業務を実施しています。青少年の交友と研さん
の「場」と「機会」を提供し、社会性豊かな青少年の健全育成を図りま
す。 

小学生を除
く12歳以上
35歳未満 
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事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

不登校対策総
合推進事業 

教育支援セン
ター事務所 

教育総合相談、訪問交流型不登校対策、パソコンを使った学校復帰支
援、適応指導教室の運営などにより、不登校児童生徒への学校復帰
や社会的自立に向けた様々な支援を行います。 

18歳未満 

問題行動等対
策事業 

教育支援セン
ター事務所 

児童生徒の問題行動等について、教師や関係機関と連携を図りなが
ら、児童生徒やその保護者とのかかわり、生徒指導面等への支援や
自立支援教室の運営を行います。 

18歳未満 

おはなし会事業 
中央図書館 
事務所 

乳幼児・児童を対象としたおはなし会を、松山市立図書館各館で実施
するとともに、市立幼稚園を会場に出前おはなし会を開催するほか、
保健所では初妊婦を対象にした絵本講座を開催します。また、おはな
しボランティア養成講座などを開催し、ボランティアの育成や普及に努
めます。 

全年齢 

幼年少年消防ク
ラブ育成事務 

消防局警防課 

幼年消防クラブ加入園及び少年消防クラブ加入校を対象に、「１日消
防学校」や「みんなの消防フェスタ」への参加等を通じて防火防災につ
いての学習を実施します。今後も児童の防火・防災意識の啓発に努め
ます。 

小学生以下 

放課後児童健
全育成事業（放
課後児童クラ
ブ）【再掲】 

子育て支援課 推進施策【2-1】参照 小学生 
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【2-4】公共施設等の活用や世代間交流の促進 

公共施設の余裕教室や商店街の空き店舗等の活用、また、地域の高齢者等の参画による世代間交流の
促進等を推進します。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

いきがい交流セ
ンターしみず管
理運営事業 

高齢福祉課 

小学校の余裕教室を活用し、高齢者の生きがいづくりの場として「地域
交流事業」などを実施し、高齢者と児童の交流を行っています。また、
「ふれあい教室」などを開催し、地域福祉の拠点として福祉・学習コミュ
ニティの形成と融合を推進します。 

主に小学生 

親子ふれあいコ
ミュニティ広場
事業 

保育・幼稚園課 

市立幼稚園の園庭を開放し、親子で楽しく過ごす時間と場所を提供し
ます。親・子・教師がともにいろいろな遊びを楽しんだり、子育て相談を
したりする中で、子どもの成長を感じ、育児の意欲を喚起するとともに、
育児不安の解消、保護者同士のつながりを広げる機会としていきます。
また、私立幼稚園の同種事業の周知にも努めます。 

０歳～小学
校就学前ま
での子どもと
その保護者 

商店街空洞化
対策事業 

地域経済課 

商店街振興組合等と連携して、商店街の空き店舗を活用した住民の
福祉又は利便向上につながる教育文化事業や社会福祉事業を通じて、
高齢者・若者・子育て世帯等のコミュニティ形成を図る事業を推進しま
す。 

商店街関係
団体 

地域活動クラブ
（みらいクラブ）
支援事業 

子育て支援課 
みらいクラブ（レクリエーションやボランティア活動を通じて地域の子育
て応援団として活動している団体）を支援することにより、地域に根ざし
た子育て支援活動を推進します。 

概ね小学生
以下 
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●基本方針3 妊娠・出産期からの切れ目のない支援 

◇推進施策◇ 
【3-1】子どもや母親の健康の確保 

妊娠期や出産期等を通じて母子の健康が確保されるよう、母子保健における健康診査、訪問指導、保健
指導等の充実を図ります。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

1歳６か月児健
診 

健康づくり推進
課 

1歳6か月～2歳未満の幼児を対象に集団健診及び内科診察を行い、

幼児の健康の保持増進を図ります。今後も、個人通知や広報掲載等
により受診勧奨を行い受診率の向上に努めます。 

1歳6か月～
2歳未満 

3歳児健診 
健康づくり推進
課 

3歳6か月～4歳未満の幼児を対象に問診、身体計測、診察、歯科健診、

育児相談等を行い、幼児の健康の保持増進を図ります。今後も個人
通知や広報掲載等により受診勧奨を行い受診率の向上に努めます。 

3歳6か月～
4歳未満 

はじめてのパ
パ･ママのため
の教室 

健康づくり推進
課 

妊娠20週～35週の初妊婦と夫を対象に、お風呂の入れ方の実習や講

演を行い、妊婦、出産及び育児についての正しい知識の普及に努めま
す。夜間、休日に実施し、夫が参加しやすい環境づくりに努めます。 

妊娠20週～
35週の初妊
婦と夫 

はじめてのママ
のための教室 

健康づくり推進
課 

妊娠16週～35週の初妊婦を対象に歯科講演、絵本・母乳育児に関す

る講話、赤ちゃん人形を使用した実習を実施します。また、座談会を設
けて、妊婦同士の交流の場となるように取り組んでいきます。 

妊娠16週～
35週の初妊
婦 

赤ちゃん相談 
健康づくり推進
課 

乳児の健康状況を観察し、保護者の育児不安の解消に努め、乳児の
健やかな発育・発達を促すため、相談・指導を行います。保護者のライ
フスタイルの変化に伴う相談の多様化や、参加者数の増加等、状況に
合わせた改善を行います。 

1歳未満の

乳児とその
保護者 
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事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

妊婦一般健康
診査 
【再掲】 

健康づくり推進
課 

推進施策【2-1】参照 妊婦 

乳児一般健康
診査 

健康づくり推進
課 

3～4か月の乳児及び9～10か月の乳児を対象に、出生届の受付時に
乳児一般健康診査受診票を交付し、医療機関にて個別健康診査を行
います。今後も継続して受診勧奨を行います。 

３～４か月及
び９～１０か
月の乳児 

乳児家庭全戸
訪問事業（こん
にちは赤ちゃん
事業）【再掲】 

健康づくり推進
課 

推進施策【2-1】参照 
生後4か月
までの乳児
のいる家庭 

予防接種 保健予防課 
予防接種法で定められた各予防接種の啓発や実施を行うことにより、
疾病の発生・まん延を予防し、子どもたちの健康の保持・増進を図りま
す。 

生後3～90
か月（ワクチ
ンにより異な
る） 

乳幼児を持つ親
のための救命
講習 

消防局警防課 

乳幼児を持つ保護者を対象に、心肺蘇生法、応急手当、ＡＥＤ の取扱

い、救急車の適正利用等を内容とする講習を行います。今後も乳幼児
の救命手当等の普及啓発に努めます。 

乳幼児を持
つ保護者 

パパ・ママ救命
講習 

消防局警防課 
健康づくり推進
課 

妊産婦の夫婦対象に、保健師による新生児・乳児の身体的特徴につ
いての講義と救急隊員等による心肺蘇生法、AEDの取扱い、気道異物
除去等を内容とする講習を行います。 

妊産婦の夫
婦 

不妊治療費助
成事業 

健康づくり推進
課 

特定不妊治療等を受けている夫婦の経済的な負担の軽減を図るため、
指定医療機関において治療に要した費用の全部又は一部を助成しま
す。 

該当要件に
合致した夫
婦 
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【3-2】「食育」の推進 

乳幼児期から思春期まで発達段階に応じた食に関する学習の機会や情報提供を進めるとともに、食事づ
くり等の体験活動や子ども参加型の取り組みを推進します。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

地域の子育て
家庭に対する食
育事業 

保育・幼稚園課 

「松山市食育推進計画」に基づき、地域子育て支援センター・地域等の
関係機関が連携し、保育所以外の子育て家庭を対象に、食に関する
講習会、離乳食等食に関する情報発信、個別の栄養相談を実施しま
す。 

0歳～小学

校就学前の
子どもを持
つ保護者 

まちの食育講座 
健康づくり推進
課 

各地域において、幅広い世代を対象に、栄養士や食生活改善推進員
による、講習と料理実習を行います。正しい食事のあり方、知識の普
及、郷土料理の伝承等栄養の情報を発信し、健康づくりを支援します。 

全年齢 

栄養相談事業 
健康づくり推進
課 

管理栄養士等が食べ物・栄養に関する相談や食事指導等を行います。
離乳等の食事に関する個別相談も行っています。乳幼児期から思春
期を通して発達段階に応じた具体的な指導を行い、栄養・食生活等の
情報提供なども実施していきます。 

全年齢 

子どもの食物ア
レルギー講座 

健康づくり推進
課 

子どもの食物アレルギーについて、正しい情報や知識を提供し、不安
や悩みが軽減できるよう支援をします。 

全年齢 

モグモグ離乳食
講座 

健康づくり推進
課 

赤ちゃんの初めての食事である離乳食を、実際に見たり食べたりする
事で、子どもの成長に伴った進め方を知ることができる講座を実施しま
す。 

妊婦～生後
8か月児まで
の保護者 

学校給食におけ
る食育推進事業 

保健体育課 

「よりよい学校給食推進実施計画」に基づき、食育の推進に努めます。
また、栄養教諭等を中心として、学校現場での食育推進体制の充実を
図るとともに、家庭での食育を推進するため、関係団体と連携して親
子体験型食育イベントを引き続き実施します。 

市立幼稚園
児、小・中学
生 
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【3-3】思春期保健対策の充実 

性に関する健全な意識の涵養や、タバコやアルコール、薬物、思春期における心の問題に係る教育及び、
相談事業の充実等を図ります。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

思春期健康教
育 

健康づくり推進 
課 
保健予防課 
医事薬事課 

思春期の児童・生徒の身体・心の変化や性感染症等について伝えると
ともに、妊婦体験や子育て体験を行う機会の提供及びタバコやアル
コール、薬物に関する情報の提供や、これらに関する相談事業を実施
します。また、思春期にかかわる教職員や保護者に対して講演会等を
開催します。 

思春期の児
童・生徒及
び保護者等 
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【3-4】小児救急医療の充実 

乳幼児から小児等の急な発病に対応できるよう、小児救急医療について、関係機関と連携を図り体制の
維持に努めます。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

小児の一次救
急医療の確保 

医事薬事課 

松山市医療圏内の開業医・勤務医の協力を得て、２１時から翌朝８時
までの間、松山市急患医療センターに小児科医を配置し、夜間の小児
救急医療を確保するとともに、休日については松山市医師会が行う休
日診療所に対して支援を行うことで休日の救急医療を確保しています。 

0歳～中学
生 

小児救急医療
体制の整備 

医事薬事課 

松山医療圏内３市３町（松山市、伊予市、東温市、松前町、砥部町、久
万高原町）が運営に関して応分の負担を行い、小児の急病患者へ応
急処置を行う一次救急医療（松山市急患医療センター・松山市医師会
休日診療所等）と、入院・手術等が必要な重症患者に対応する小児二
次救急医療を整備し、症状に応じた救急医療の確保を行っています。
なお、直接生命にかかわる重篤な救急患者を収容・加療する三次救
急医療には、県立中央病院救命救急センターが対応します。 

0歳～中学
生 

小児救急医療
の適正受診に
向けた啓発事業 

医事薬事課 

幼稚園や保育園等で、乳幼児を持つ保護者を対象とする「小児救急医
療啓発出前講座」を実施し、小児救急医療体制の現状や、救急医療
機関の上手な利用方法、自宅で行うことができる応急的な処置につい
て説明等を行い、「救急医療機関の適正な利用の仕方」について啓発
を行い意識の向上を図ります。 

0歳から小学

校就学前の
子どもを持
つ保護者 

消防救急体制
の充実 

消防局警防課 
湯山救急出張所、久谷救急出張所、救急車搭載型消防救急艇等の適
正な運用により消防救急体制の充実を図ります。 

全年齢 
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●基本方針4 子どもの心身の健やかな成長に資する子育て環境の整備 
◇推進施策◇ 
【4-1】次代の親の育成 
男女が協力して家庭を築くことの意義に関する教育・広報・啓発について、各分野で連携を図ります。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

男女共同参画
事業 

市民参画まちづ
くり課 

企業、NPO法人、地域など、あらゆる主体が協働しながら、男女が家事

や育児・介護に共に取り組み、家族みんなが尊重しあって家庭が築け
るよう、公開講座による普及啓発を行うとともに、男性の家事・育児参
加を促すイベントを行います。 

全年齢 

男女共同参画
に関するパンフ
レット配布 

市民参画まちづ
くり課 

市民や子どもを対象とした、男女共同参画を普及・促進するための啓
発資料を作成し、男女の家事参加や仕事と家庭のバランスなどについ
て啓発に努めます。 

全年齢 

親子ふれあい事
業【再掲】 

教育支援セン
ター 

推進施策【2-3】参照 
小中学生と
その保護者 

親子ふれあいコ
ミュニティ広場
事業【再掲】 

保育・幼稚園課 推進施策【2-4】参照 

0歳～小学

校就学前ま
での子どもと
その保護者 

はじめてのパ
パ・ママのため
の教室【再掲】 

健康づくり推進
課 

推進施策【3-1】参照 
妊娠20週～
35週の初妊
婦と夫 

はじめてのママ
のための教室
【再掲】 

健康づくり推進
課 

推進施策【3-1】参照 
妊娠16週～
35週の初妊
婦 
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【4-2】子どもの生きる力の育成に向けた子育て環境等の整備 

すべての子どもが個性豊かに生きる力を伸ばすことができるよう、学校の教育環境及び保育環境等の整
備を図ります。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

学習アシスタン
ト活用支援事業 

学校教育課 
学習アシスタントを各小中学校が主体的に活用することにより、児童
生徒の基礎・基本と確かな学力の定着を図ります。 

小・中学生 

通学区域の弾
力的運用 

学校教育課 

新入学生とその兄姉を対象とした隣接校区選択制により、教育委員会
が指定した学校よりも近い隣接校を選択できる機会を設け、通学距離、
通学の安全性等、現在の校区制による問題点に対応しています。また、
全市域選択制の小中学校９校ではそれぞれの特色を生かした学校づ
くりを展開します。 

小・中学生 

教職員研修事
業 

学校教育課 

教職員の資質向上を図るために、地域の特色と学校のニーズを踏ま
えた中核市研修を実施しています。今後は、教育研究所の機能を拡充
した松山市教育センター（Ｈ28年度開設予定）を拠点とし、愛媛大学教

育学部との連携等による質の高い研修の提供など一層多様なメ
ニューによって教育専門職としての児童生徒を理解する能力や豊かな
思考力を高める学習指導力など教職員の資質・指導力向上に繋がる
研修を実施します。 

小・中学校
教職員 

小規模校等学
校間交流等支
援事業 

学校教育課 
小規模校や島しょ部等の学校において、学校間交流など他校の児童
生徒等との交流を図り、児童生徒のコミュニケーション能力の向上を目
的に、移動に必要な経費を補助します。（小中学校１１校が実施） 

小・中学生 
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事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

特別支援教育
事業 

学校教育課 

可能な限り、障がいのある幼児・児童・生徒と障がいのない幼児児童
生徒が共に教育を受けられるように、特別支援教育指導員等が市立
の幼稚園や小中学校等に出向き、発達障がい等の幼児児童生徒へ
の対応について相談・助言等を行い、障がい等の早期発見・早期支援
に努めます。 
特別な教育的支援を必要とする幼児児童生徒に対して、教育相談等
を実施し、特性把握や支援の在り方、就学先についての助言等を行い
ます。また、特別支援教育推進協議会の活用や教職員研修の充実を
図ります。 

3歳～中学
生 

障がい等のある
子どもの「学校
生活支援員」活
用支援事業 

学校教育課 

障がい等のある子どもたちを、障がいに応じて支援することで、一人ひ
とりのよりよい教育を保障し、可能な限り障がいのある子どもと障がい
のない子どもが共に豊かな学校生活を過ごせるように、学校生活支援
員のさらなる資質の向上と適切な配置に努めます。 

小・中学生 

いじめ対策総合
推進事業（いの
ちを守る相談事
業） 

学校教育課 

「いじめの問題」について、松山の子どもたちから絶対に犠牲者を出さ
ないことを第一の目的とし、よりきめ細かい対応をするために「いのち
を守る相談活動」「子どもから広がるいじめ０活動」「いじめ問題対策・
サポート事業」「いのちを守り育てる集い」の４事業を積極的に取組み、
いじめの問題の未然防止、早期発見早期解決に努めます。 

小・中学生 
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事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

生徒指導上の
諸問題研究委
員会 

学校教育課 

小中学生の不登校の未然防止を目的として、市内の小中学校ブロック
代表の生徒指導主事や関係機関、教育委員会が連携しながら未然防
止のための方策を研究し、学校現場で実践することを通して、不登校
の予防に取組みます。 

小・中学生 

特色ある学校づ
くり事業 

保育・幼稚園課 
学校教育課 

幼児・児童・生徒や地域の実態に即して、市立の各幼稚園・学校の創
意工夫を生かした教育活動の開発、教育環境の充実、学習支援など、
地域の資源や人材を有効活用しながら特色ある学校づくりを推進し、
子どもたちが自ら学び自ら考える力などの生きる力の育成を目指しま
す。また、小学校外国語活動の円滑な実施と、地域人材の活用を支援
します。 

満3歳～中
学生 

※特色ある学校づくり事業については、教育・保育部会にて協議済みであり、今回は参考として掲載。 
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【4-3】家庭や地域の教育力の向上 

学校・家庭及び地域の連携の下に、家庭や地域における教育力を総合的に高める事業を推進します。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

夏休み親子消
費者教室 

市民相談課 
子どものころから消費者問題に関心を持ってもらい、親子でのコミュニ
ケーションを図る目的で、乳製品を使った料理実習と牛乳パックを再利
用した「手すきはがき作り」等を行います。 

小・中学生と
その保護者 

PTA活動推進事
業 

教育支援セン
ター事務所 

松山市小中学校PTA連合会や各単位PTAにおいて、ネット環境の変化

に伴う親の関わり方などについての講演会や家庭教育等をテーマにし
た講座・学習会等を開催し、保護者等の教養や資質の向上を図ります。 
また、市では情報交換や交流事業等の様々な活動を支援し、PTA活動
の活性化を推進します。 

小・中学生
の保護者 

親子ふれあい事
業【再掲】 

教育支援セン 
ター事務所 

推進施策【2-3】参照 
小・中学生と
その保護者 

公民館元気活
力支援事業【再
掲】 

地域学習振興
課 

推進施策【2-3】参照 全年齢 

放課後子ども教
室運営事業【再
掲】 

地域学習振興
課 

推進施策【2-3】参照 小学生 

地域子育て支
援拠点事業【再
掲】 

保育・幼稚園課 
子育て支援課 

子ども総合相談
センター事務所 
 

推進施策【2-1】参照 

0歳～小学

校就学前の
子どもとその
保護者 
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事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

子育て支援総
合コーディネー
ト事業【再掲】 

子ども総合相談
センター事務所 

推進施策【2-1】参照 0歳～18歳 

子ども総合相談 
【再掲】 

子ども総合相談
センター事務所 
教育支援セン 
ター事務所 

推進施策【2-1】参照 
0歳～18歳 

 

親子ふれあいコ
ミュニティ広場
事業【再掲】 

保育・幼稚園課 推進施策【2-4】参照 

０歳～小学
校就学前ま
での子どもと
その保護者 

男性セミナー 
市民参画まちづ
くり課 

男性による料理をはじめ、男性の健康や心、介護など男性特有の問
題について学習する機会を設けます。家庭や地域における男性参加
を促進することにより、男性が家庭や子育てに目を向けやすい環境づ
くりに努めます。 

全年齢の男
性 
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【4-4】子どもを取り巻く有害環境対策の推進 

雑誌やビデオ等、性や暴力等の有害情報に対して、地域住民とも連携・協力し対策を図ります。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

教育情報ネット
ワーク事業 

学校教育課 

ＩＣＴスキルアップ研修会を小中学校の教職員を対象に実施しています。 

研修会、調査活動に基づく見直し等を継続的に行うとともに、メディアリ
テラシ－（情報を評価・識別する能力）の向上や情報モラル教育の推
進を重要な課題とし、小中学校の連携を密にすることで、発達段階に
応じた指導が行えるよう啓発します。 

小・中学校
教職員 
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●基本方針5 子育てを支援する生活環境の整備 

◇推進施策◇ 

【5-1】良質な住宅の確保 

良質なファミリー向け賃貸住宅の供給支援や、市営団地の整備を行います。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

地域優良賃貸
住宅(一般型) 

住宅課 
子育て世帯に向けた良質な賃貸住宅の整備費用及び家賃を助成する
ことにより、民間事業者主体の良質な賃貸住宅の供給促進を検討しま
す。 

18歳未満 

市営団地の整
備 

住宅課 

市営住宅における子育て世帯等の居住安定の確保に向け、安全性確
保を最優先し、市営住宅耐震化推進計画に基づき、緊急度の高い団
地から事業（耐震診断、実施設計、工事）の実施を図り、災害に強い、
安心・安全な居住環境の確保を目指します。 

全年齢 



基本施策と取り組み・事業について 

55 

【5-2】良好な居住環境の確保 

公共賃貸住宅の整備、また建替時における保育所等の施設併設整備を検討します。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

公営住宅建替
事業 

住宅課 
建替時には、子育て世帯等多様な世帯に配慮した良質な住宅を供給
し、ユニバーサルデザインの導入や集会所・広場の設置等、居住環境
の向上を図ります。 

全年齢 
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【5-3】安全な交通環境の整備 

歩道の整備や松山駅周辺整備事業により交通環境の改善を図ります。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

安全歩行空間
整備事業 

道路建設課 
歩道の新設により児童が安心して通学できるよう通学路の整備充実を
図るとともに、交差点改良により交通事故を未然に防ぐなど交通安全
対策を実施することで、子育て環境の充実を図ります。 

全年齢 

松山駅周辺整
備事業 

松山駅周辺整
備課 

ＪＲ松山駅周辺は、ＪＲ予讃線により市街地が東西に分断され、交通渋
滞や踏切事故の発生など市民生活に多大な支障をきたしていることか
ら、県が事業主体となって実施する鉄道高架事業に併せ、松山駅周辺
土地区画整理事業や駅前広場の整備、また路面電車の延伸、関連街
路事業を行います。 

これら事業の完成により、子ども、高齢者、障がい者など、すべての人
が公共交通などの相互乗り換えがしやすいユニバーサルデザインに
配慮した交通結節点機能を強化するとともに、安全性と利便性を備え
た良好な市街地の形成を図ります。 

全年齢 
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【5-4】安心して外出できる環境の整備 

公共施設等のバリアフリー化等を推進し、環境整備を図ります。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

庁舎のバリアフ
リー化 

管財課 
子ども連れに対応した多機能トイレの設置等の庁舎整備を行います。
また、窓口業務のある庁舎へのスロープ等の改良・増設を検討し、庁
舎の適正な維持管理・改良に努めます。 

全年齢 

都市公園のバリ
アフリー化 

公園緑地課 
都市公園入口の段差解消、スロープ設置を検討し、子どもやベビー
カー利用者・高齢者・障がい者をはじめすべての人が安心して利用で
きるように努めます。 

全年齢 
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【5-5】安全・安心まちづくりの推進 

道路、公園等、公共施設での防犯対策を図り安全で安心なまちづくりを推進します。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

児童遊園地・公
園整備事業 
【再掲】 

子育て支援課 
公園緑地課 

推進施策【2-3】参照 

児童遊園
地：概ね小
学校低学年
まで 
都市公園： 
全年齢 

公園における園
内灯等の防犯
設備整備と適切
な管理 

公園緑地課 

都市公園の夕方から夜間における公園利用者の利便性、安全性の向
上を図ることを目的に園内灯等を設置します。また、死角をなくすよう
施設の配置や剪定等の管理にも努め、子どもたちにも｢安全・安心な
公園｣づくりを進めます。 

全年齢 

防犯灯設置助
成事業 

市民参画まちづ
くり課 

町内会や自治会などが設置・維持管理する防犯灯の新設工事や器具
取替工事・管球取替工事に対し、松山市防犯協会を通じて助成を行い、
子どもらが巻き込まれる夜間の事件や事故の未然防止を図ります。 

全年齢 

放置自転車対
策の実施による
歩行者環境の
安全確保 

総合交通課 

ベビーカーの通行や子どもの手を引いて歩くなどの妨げとならないよう、
放置自転車に対する警告・撤去活動、巡回整理員による放置自転車
の整理、サイクルガイドによる駐輪場利用案内、商店街行事での無料
駐輪券配布などを実施し、放置自転車の排除とともに駐輪場利用の定
着に努めます。 

全年齢 



基本施策と取り組み・事業について 

59 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

通学路等校区
内危険箇所の
交通等安全対
策 

学校教育課 
保健体育課 

「通学路の緊急合同点検」で対策が必要とされた危険箇所改善の進捗
管理と実施状況の公表を引き続き行うとともに、通学路に限らず校区
内の危険箇所への安全対策の調整を行い、関係機関等と連携し、適
時その改善に向けた取り組みを推進します。 

小・中学生 
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●基本方針6 職業生活と家庭生活との両立（ワーク・ライフ・バランス）の推進 

◇推進施策◇ 

【6-1】多様な働き方の実現及び働き方の見直し等 

短時間勤務等多様な働き方の実現に向け、労働者・事業主、地域住民等への広報・啓発、研修、情報提
供等を積極的に推進します。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

企業への意識
啓発 

子育て支援課 
地域経済課 

国や県、雇用関係機関や経済団体と連携しつつ、啓発チラシや各種セ
ミナー、育児に関するポスター掲示等により次世代育成支援対策推進
法及び育児・介護休業法等の関係法令の周知を図り、働きながら子育
てしやすい労働環境の整備を進めます。 

企業 

能力開発や適
応訓練などの人
材育成支援 

地域経済課 

企業又は企業団体が、従業員の資質の向上を図るため、公的団体が
実施する研修等を受講する際に、その費用の一部を補助することで人
材育成・確保を支援します。平成２６年度からは、公的団体以外の法
人（市内に本店又は支店を有するものに限る。）が市内で実施する研
修等を受講する場合にも補助するように対象を拡大します。 

企業 

多様化する就業
ニーズに対する
支援 

地域経済課 

関係機関と連携の下、女性や若年者に対して、仕事と家庭の両立並
びに多様な働き方の実現に向けた職業能力開発や適応訓練などの支
援を行うとともに、職場体験セミナーを実施し、円滑に就業に繋がるよ
う支援を実施します。また、若年求職者の窓口である「ジョブカフェ愛
work 」（愛媛県若年者就職支援センター。職業相談・セミナーをはじめ

職場見学や就業体験を含んだ一連の就職支援サービスを提供）と連
携し、個々のケースに応じたキャリアカウンセラーによるきめ細やかな
対応を図るなど、若年者の雇用対策・人材育成などに取り組みます。 

求職者等 
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事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

男女共同参画
事業【再掲】 

市民参画まちづ
くり課 

推進施策【4-1】参照 全年齢 

男女共同参画
に関するパンフ
レット配布【再
掲】 

市民参画まちづ
くり課 

推進施策【4-1】参照 全年齢 
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【6-2】仕事と子育ての両立の推進 

教育・保育や放課後児童健全育成事業の充実等、仕事と子育ての両立支援のための体制整備や、関係
法制度等の広報・啓発、情報提供等を積極的に推進します。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

放課後児童健
全育成事業（放
課後児童クラ
ブ）【再掲】 

子育て支援課 推進施策【2-1】参照 小学生 

ファミリー・サ
ポート・センター
事業（育児）【再
掲】 

子育て支援課 推進施策【2-1】参照 
6か月～小
学6年生 

男女共同参画
事業【再掲】 

市民参画まちづ
くり課 

推進施策【4-1】参照 全年齢 

男女共同参画
に関するパンフ
レット配布【再
掲】 

市民参画まちづ
くり課 

推進施策【4-1】参照 全年齢 

松山市テレワー
ク業務創出・育
成事業 

地域経済課 

育児や家族の介護などで就業することが困難な人たちに、仕事と家庭
の両立が可能となるテレワーク支援事業を実施します。社会的自立を
目指す人たちに対する雇用の促進や、在宅で働くことを希望する人へ
の就労を支援します。 

ひとり親家
庭 
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事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

育児休業中の
育児支援 

子育て支援課 
支援者セミナーの開催など、育児休業中の育児を支援する体制を整え
ます。 

育児休業取
得者 

子育て支援サー
ビス利用料の助
成【再掲】 

子育て支援課 推進施策【2-1】参照 

ファミサポ：6

か月～小学
生までの子
どもがいる
保護者 

シルバー人
材：1歳～小
学3年生まで

の子どもが
いる保護者 
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●基本方針7 子どもの安全の確保 

◇推進施策◇ 

【7-1】子どもの交通安全を確保するための活動の推進 

子どもを交通事故から守るため警察・教育・保育施設・民間団体等が連携・協力し、総合的な交通事故防
止対策を推進します。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

交通安全母の
会を中心とした
各種交通安全
活動への参画 

総合交通課 
交通安全教室への参画や、子どもに対する安全指導活動などへの協
力を行い、交通安全の重要性について再認識を図るとともに、「交通安
全は家庭から」の意識の醸成を図ります。 

全年齢 

地区交通指導
員による指導・
啓発 

総合交通課 
各地区に交通指導員を配置し、交通安全教室への協力や街頭指導な
ど、地域ぐるみで子ども等の交通弱者を交通事故から守ります。 

全年齢 

交通ルール遵
守の啓発 

総合交通課 

交通安全教室、交通安全運動、チラシや市ホームページなどで交通
ルール遵守を啓発します。特にチャイルドシートの着用の徹底や自転
車利用時のヘルメットの着用、安全基準に適合した幼児２人同乗用自
転車の利用の呼びかけを行います。 

全年齢 

児童生徒をまも
り育てる日 

教育支援セン
ター事務所 

PTAや学校関係者、地域住民等で組織する見守り隊の活動や、警察関

係者と連携し登下校を見守るなど、児童生徒の安全確保に取り組みま
す。 

小・中学生 
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【7-2】子どもを犯罪等から守るための活動の推進 

犯罪に関する関係機関との情報交換やパトロール活動の推進、防犯講習など、子どもを犯罪等から守る
活動を推進します。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

警察直通の非
常通報装置の
設置 

保育・幼稚園課 
学習施設課 

公立（市立）の教育・保育施設及び小中学校（一部除く）等に警察直通
の非常通報装置を設置し、乳児・幼児・児童・生徒の安全確保のため、
防犯対策の充実を図り、不審者侵入等の突発的な事件の危険性に対
処します。 

0歳～中学
生 

防犯カメラの設
置 

保育・幼稚園課 
学習施設課 

不審者侵入等を未然に防ぐため、市立の幼稚園・小中学校・保育所
（一部除く）に防犯カメラを設置し、子ども達の安全・安心の確保に努め
ます。 

0歳～中学
生 

教職員を対象と
した防犯教室の
開催 

保健体育課 
警察等を講師として緊急時の避難方法や不審者対応について学ぶ等、
教職員を対象に防犯教室を開催します。また、その実践訓練として、
各学校では避難訓練を行います。 

小・中学校
教職員 

緊急避難場所
「まもるくんの
家」のステッカー
配布 

学校教育課 
各小学校の通学路を中心に商店や事業所、住宅等に避難場所を示す
表示をして、緊急時、児童生徒の保護等、安全の確保を図ります。 

全年齢 

MACネットCSC
（子ども安心安
全情報配信シス
テム 

教育支援セン
ター事務所 

各警察署からの情報提供にもとづき、市内各地域の不審者情報を
メールで配信し、各地域の現状を発信し、情報を共有することで、地域
の安心安全な生活につなげます。 

全年齢 
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事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

少年補導事務
管理事業 

教育支援セン 
ター事務所 

青少年の喫煙や万引き等の非行防止を図るため、青少年育成支援委
員を委嘱し、「愛の一声」運動を展開するとともに、学校や地域、更に
は警察等の関係機関・団体と連携を図りながら、環境浄化活動や広報
啓発活動を実施することで、心身とも健全な青少年の育成に取り組み
ます。 

18歳未満 

子どもの安心安
全対策事業 

生涯学習政策
課 

子ども安全対策会議及びプロジェクト会議を必要に応じて開催し、子ど
もの安心安全対策を推進します。 

概ね15歳ま
で 
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【7-3】子どもを災害から守るための活動の推進 

災害発生時や緊急及び非常時に対応できるよう、職員の養成等を行う事業を推進します。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

命を守る！防災
士養成事業 

警防課       
保育・幼稚園課     
学校教育課       

災害発生時に専門的な知識を持ち、適切な対応や指示ができる人材
を確保するため、市立幼稚園、小中学校の教職員及び市立保育所の
保育士が消防局警防課が実施する「防災士養成事業」に参画し、防災
士資格を取得します。（幼稚園及び保育所1名、小中学校2名程度を配
置） 

各幼稚園、
保育所、小
中学校教職
員 

応急手当普及
員の養成 

保健体育課 

学校現場で初動期の救命救急活動が適切に遂行できるよう、松山市
消防局と連携し、教職員における応急手当普及員の有資格者の養成
講習を計画的に実施します。 

また、有資格者の全校配置を堅持しつつ、資格更新講習を通してその
スキル維持にも努めます。 

各小中学校     
教職員 

危機管理マニュ
アルの作成【再
掲】 

保育・幼稚園課 
学校教育課 

市立の各幼稚園・学校で実態に応じて作成している危機管理マニュア
ルについて毎年見直し・改善を行い、関係職員への周知徹底を図るな
ど、幼稚園・学校への不審者侵入や非常時に対する対応力の向上を
図ります。 

満3歳～中
学生 



基本施策と取り組み・事業について 

68 

●基本方針8 専門的な知識及び技術を要する支援の推進 

◇推進施策◇ 

【8-1】児童虐待防止対策の充実 

児童虐待に対する総合的な支援に向け、教育・福祉・医療・保健等の関係機関の協力体制の構築、保護
者の育児不安に対する相談体制の整備等を図ります。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

要保護児童対
策事業 

子ども総合相談
センター事務所 

虐待・不登校や問題行動等の要保護児童に適切に対処するために、
関係機関等と連携して支援の連続性の確保、総合的な家庭支援、予
防的支援の実現に努めます。 

0歳～18歳 

養育支援訪問
事業その他要
支援児童、要保
護児童等の支
援に資する事業 
【再掲】 

子ども総合相談
センター事務所 

推進施策【2-1】参照 0歳～18歳 

子ども総合相談 
【再掲】 

子ども総合相談
センター 
教育支援セン 
ター事務所 

推進施策【2-1】参照 0歳～18歳 

母子婦人児童
相談室 
【再掲】 

子育て支援課 推進施策【2-1】参照 
概ね20歳ま

での子育て
家庭 
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【8-2】ひとり親家庭の自立支援の推進 

子育てや生活支援策、就業支援策、養育費の確保策等について、総合的な対策を実施するとともに、ひ
とり親家庭に対する相談体制の充実や各種情報の提供を行います。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

子育て短期支
援事業【再掲】 

子育て支援課 推進施策【2-1】参照 

18歳未満の
子ども 

緊急一時保
護の母 

ひとり親家庭等
日常生活支援
事業 

子育て支援課 
ひとり親家庭等が疾病等の事由により、一時的に生活援助が必要な
場合、その世帯に家庭生活支援員を派遣して援助を行います。 

ひとり親家
庭等 

ひとり親家庭等
自立促進対策
事業 

子育て支援課 
ひとり親家庭等を対象に、就労に際して必要な知識や技能を身に付け
るための講習を実施します。また、養育費相談及び弁護士相談を行い
ます。 

ひとり親家
庭等 

松山市テレワー
ク業務創出・育
成事業【再掲】 

地域経済課 推進施策【6-2】参照 
ひとり親家
庭 
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事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

子育て支援サー
ビス利用料の助
成【再掲】 

子育て支援課 推進施策【2-1】参照 

ファミサポ：6

か月～小学
生までの子
どもがいる
保護者 

シルバー人
材：1歳～小
学3年生まで

の子どもが
いる保護者 
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【8-3】障がい児施策の充実 

障がい児が在宅で生活する上での支援や、可能な限り、障がいのある子どもと障がいのない子どもが共
に教育を受けられるための教育支援体制の整備等を図ります。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

障がい児の支
援事業 

障がい福祉課 
補装具の交付・修理、日常生活用具の給付、重度身体障害児（者）住
宅整備事業について、当該児（者）の福祉の増進を図ります。 

18歳未満 

居宅介護・移動
支援事業 

障がい福祉課 
在宅の障がい児の自立と社会参加を目的として、家庭にホームヘル
パーを派遣し、身体、家事や移動の介護サービスを提供します。今後
も利用者のニーズを把握しながら、継続して実施します。 

18歳未満 

障がい児等療
育等支援事業 

障がい福祉課 
在宅の障がい児（者）の地域生活を支えていくために、障がい児（者）
施設機能を活用し療育、相談体制の充実を図ります。 

18歳未満 

障がい児通所
支援事業 

障がい福祉課 
通所等による療育を希望する障がい児に対して、生活訓練、社会適応
訓練、機能回復訓練、外来相談等を行います。 

18歳未満 

短期入所・日中
一時支援事業 

障がい福祉課 

心身障がい児（者）を介護している保護者が疾病等の理由により家庭
における介護ができない場合等、（緊急に）施設に短期間入所や日中
における活動の場を確保することにより、心身障がい児（者）及びその
家族の福祉の向上を図ります。 

18歳未満 

児童発達支援
センターひまわ
り園運営等事業 

障がい福祉課 
児童発達支援センターひまわり園運営事業、心身障がい児施設プー
ル開放事業により日常生活動作、運動機能に係る指導訓練等必要な
療育を行い、運動機能等の低下を防止するとともに発達を促します。 

小学校就学
前児童 
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事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

児童クラブの障
がい児受入れ
促進 

子育て支援課 
児童クラブの施設に障がい児用のトイレや出入口のスロープを整備す
るなど、障がい児が利用しやすい環境整備を進めます。障がい児を受
け入れた児童クラブの状況に応じて指導員を増員します。 

小学生 

特別支援教育
事業 

学校教育課 推進施策【4-2】参照 
3歳～中学
生 

障がい等のある
子どもの「学校
生活支援員」活
用支援事業【再
掲】 

学校教育課 推進施策【4-2】参照 小・中学生 
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●基本方針9 経済的な支援の推進 
◇推進施策◇ 
【9-1】経済的な支援の推進 
児童手当、児童扶養手当など、各種経済支援を行います。 

事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

子ども医療費助
成事業 

子育て支援課 
6歳小学校就学前児童の入院・通院に係る医療費と、小学生の入院に

係る医療費を助成し、疾病の早期発見と治療を促進し、子どもの保健
の向上と福祉の増進を図ります。 

【入院・通
院】就学前
児童 

【入院】小学
生 

ひとり親家庭医
療費助成事業 

子育て支援課 

所得税非課税世帯を対象に入院・通院の医療費を県市共同で助成す
るほか、児童扶養手当における所得制限限度額未満の世帯に対して
も市独自に助成し、ひとり親家庭の経済的負担の軽減と生活の安定に
寄与します。 

20歳未満の

児童とひとり
親 

母子家庭等自
立支援給付金 

子育て支援課 
ひとり親家庭の自立支援を図るため、職業能力開発講座の受講又は
看護師、介護福祉士等の資格の取得に係る費用の一部を支給します。 

20歳未満の

児童をもつ
ひとり親 

母子父子寡婦
福祉資金の貸
付 

子育て支援課 
ひとり親家庭等に対して、その経済的自立の助成と生活意欲の助長を
図り、その扶養している児童の福祉を増進するため、各種資金の貸付
を行います。 

ひとり親家
庭等 

児童手当支給
事業 

子育て支援課 
児童を養育している人に手当を支給することにより、家庭における生
活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健全な育成を
図ります。 

中学生まで
（15歳到達
後の最初の
年度末まで
の児童） 
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事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

児童扶養手当
支給事業 

子育て支援課 
ひとり親家庭等の生活の安定と自立を促進し、児童の福祉の増進を
図るため、児童扶養手当法に基づき手当を支給します。 

18歳到達後

最初の年度
末までの児
童 

特別児童扶養
手当の支給 

障がい福祉課 
身体又は精神に中度以上の障がいを持つ20歳未満の児童と生計同

一で監護している父若しくは母又は父母に代わって養育している者に
対し手当を支給します。 

20歳未満 

障害児福祉手
当の支給 

障がい福祉課 
身体障がいや知的障がいを有するため日常生活において常時の介護
を必要とする20歳未満の児童に対し障害児福祉手当を支給します。 

20歳未満 

松山市重度心
身障害児童福
祉年金 

障がい福祉課 

身体障害者手帳（１～３級）または療育手帳（知能指数50以下）を持つ
20歳未満の児童と生計同一で現に監護する者に対し、松山市重度心

身障害児童福祉年金を支給することで、障がい児家庭の生活の安定
と福祉の推進を図ります。 

20歳未満 

重度心身障害
者医療費助成
事業 

障がい福祉課 

身体障害者手帳１・２級、療育手帳Ａまたは療育手帳Ｂ（中度）と身体
障害者手帳両方の所持者の方に対し、医療費の助成を行うことで重
度心身障害者の健康管理の向上に寄与し、生活の安定と福祉の推進
を図ります。 

全年齢 

就学援助費支
給事業 

学校教育課 
保健体育課 

経済的理由によって就学困難な児童生徒について就学に必要な費用
を援助し、小・中学校における義務教育の円滑な実施に努めます。 

就学に必要な援助として、学校給食費、学用品通学用品校外活動費、
新入学児童生徒学用品費、修学旅行費、少年自然の家費などを支給
します。 

小・中学生 
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事業名 担当課 事業の概要及び今後の方針 
対象・ 
対象年齢 

子育て支援サー
ビス利用料の助
成【再掲】 

子育て支援課 推進施策【2-1】参照 

ファミサポ：6

か月～小学
生までの子
どもがいる
保護者 

シルバー人
材：1歳～小
学3年生まで

の子どもが
いる保護者 


